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出産育児一時金に係る国庫補助ついて 

 

仄聞するところによると、現在進められている平成２３年度政府予算編成に

おいて、出産育児一時金の平成２１年１０月に増額された４万円分について、

現在２分の１ある国庫補助を、来年度は半額とし、再来年度はなくす方針との

ことである。 

そもそも、平成２１年１０月の４万円増額は、出産における安心を保証する

という国の方針により緊急の少子化対策として実施されたものであり、増額分

は本来国が全額負担すべきものだったものを、平成２２年度までの暫定措置と

して、その２分の１を国保保険者である市町村に負担転嫁したものである。 

その上、この度４万円増額を恒久化するのに伴い、地方と何ら協議すること

なく国庫補助をなくすことは信義に反するものである。 

しかも、現在の出産育児一時金の額の妥当性の検証もなされておらず、今後

平均出産費用が増高した場合の増額のルールも定められていない中での今回の

方針は、将来に亘って地方へ負担のみを押し付けようとするものであり、容認

できるものではない。 

ついては、来年度は少なくとも現在の２分の１の国庫補助を継続した上で、

その後の方針は地方と十分協議を行った上で決定するよう強く申し入れる。 


